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宮本県議は、学校給食費無償化、高校生のタブレット端末
公費負担、原発問題、コロナ対策、災害対策、温暖化対策、
地域公共交通対策、会計年度任用職員処遇改善、食料自給率
向上、包括的性教育実施、ガザ地区攻撃中止を求めること等
を質問しました。

世界 22 か国が 2050 年までの原発３倍

化を宣言し、日本もこれに参加。岸田政

権は、原発推進のＧⅩ関連法基本方針で、

すでに廃炉が決定した原発敷地への新増

設を進めるとしています。そこで、福島

県内への新増設は認めないことを明言す

べきと知事に求めました。知事は「あり

得ない」との答弁を繰り返し、「認めない」

とは明言しませんでした。

宮本しづえ県議

１２月１９日

１２月定例県議会が１２月１１日から２６日まで１６日間の会期で開催されまし
た。１９日に宮本しづえ県議が一般質問、最終日に大橋沙織県議が討論を行いました。

党県議団は、パレスチナ問題におけるガザ人道支援

と停戦に向けた働きかけを求める決議を議会冒頭に

ますが、国民には不評で年末にも間に合いませんでした。

県の臨時交付金を活用する事業は、県民生活への直接支援はほとんどないと指摘。

県議選で公約した県民生活を守る重要施策の一つとして、県が学校給食費無償化を

行うことや、高校生のタブレット端末の公費負担を求めました。県は、給食費無償

化は現在国が課題整理中で動向を注視する、タブレット端末も文房具の一つとして

原則保護者負担にしたと述べ、いずれの答弁も後ろ向きです。

2024 年元日、16 時過ぎに発生

した石川県能登半島地震は、震

度 7 を観測し、多くの家屋倒壊

や人的被害など甚大な被害が発

生。日本共産党は、直ちに対策

本部を立ち上げ、被災の現状把

握とともに、各地で救援募金活

動を開始。全額被災地に順次届

けます。

また、①避難所の緊急改善、

②安心して住める住まいの確

保、生活再建支援法の対象・支

援金の拡充、③医療機関と介護

施設への緊急支援、④志賀原発、

柏崎刈羽原発トラブルの情報公

開等を政府に緊急要望。本県が

受けた 13 年前の東日本大震

災・原発事故の教訓を十分生か

した被災地への支援と対策が求

められます。福島県から今こそ

原発ゼロを発信すべきです。
福島県憲法共同センターのみなさんと能登半島地震救援募金に取り組む党県議団。

左から２人おいて大橋、宮川、神山の各県議。右から１人目がマイクを握る宮本県議＝１月９日、福島市

国は、物価高騰対策として５千億円の臨時交付

金を地方に交付、福島県には 49 億円が交付とな

りました。県は、この財源も活用した独自事業を

行いますが、県民生活を直接暖める施策はほとん

ど見当たりません。

① プロパンガス使用世帯に半年で２千円の支援金

② 酪農家に１頭２万円の支援金

（生産コスト低減対策をした場合）

③ 省エネ設備導入事業者に80万円限度に半額補助

④ 医療・福祉施設に補助金

⑤ 観光支援の「来て。」割（２月限定／３０万泊分）

県民も対象に、１泊８千円以上の宿泊に３千円

割引

あげるよう求め

ました。しかし、

自民党が難色を

示し、決議は見送

りへ。

最終日、県民連

合提出の意見書

が全会一致で可

決されました。
「ゆきとどいた教育を求める署名」実行委員会が
１２，９９０人分の署名を議長へ提出＝１２／１１

民主団体とともに街頭でガザ人道支援募金を
訴える神山、大橋両県議＝１２／２５、福島市

物価高騰対策は、最低賃金引上げ、消費税減税こそ行うべき

と指摘。国は、低所得世帯に一律７万円給付、所得減税を行い



県議会議員と知事など特別職の期末

手当引き上げは、県民・業者・農家など

が苦境の中にあることから反対すべき

と述べましたが、多数が賛成し可決。

また、消費税５％減税・インボイス中

止こそ一番の景気対策と主張しました。

高校生のタブレット端末は、東北６県

で福島県だけが自己負担であり、全額公

費負担をと討論。しかし、県民からの請

願意見書は否決されました。

いわき市のバス会社が通学バスを含む

15 路線（約１割・50 ㎞）もの大幅廃止計

画を発表したことを受け、バス・鉄道・タ

クシー等県内全体の公共交通体系の構築

を求めました。

知事は、県内全域を対象にした「地域公

共交通計画」を今年度内に策定する方針を

示しました。

左から大橋沙織政調会長、宮川えみ子副団長、神山悦子団長、宮本しづえ幹事長
＝１２月１１日、福島県庁

１２月議会に先立ち、内堀知事へ
申し入れをする県議団＝１１月２８日

世話人会座長へ申し入れる＝１１月２２日

原発事故の避難指示区域外から国家公務員宿舎への避難者に

対し、２倍家賃の支払いを求める提訴の議案が今議会も出されま

した。避難者を受け入れている他県ではこうした対応を取ってい

ないと指摘しました。

討論する

大橋沙織県議

１２月２６日

非正規ワーカーの待遇改善として、県

の会計年度任用職員に対し期末手当に

加え、勤勉手当も支給すべきと求め、県

は来年度から実施すると答弁しました。

新型コロナとインフルエンザが同時流

行、警戒レベルが続いており、公費によ

るワクチン接種、治療薬無料化の継続を

求めました。コロナ治療薬は知事会も国

に要望しているとしていますが、国は３

月末で終了する方針を変えていません。

改選後、５人以上の交渉会派は自民、県民連合だけとなり、

共産党と公明党は４人、２人会派と１人会派も含め６会派とな

りました。新しい議会構成と民主的運営について、①５人の交

渉会派要件の緩和 ②議会役職は自民党独占をやめ少数会派

も含め比例配分に ③常任委員会の所属は少数会派の意向を

優先することを申し入れ

ました。

しかし今回も、自民党は

役職を独占、共産党を福祉

公安委員会から締め出し

ました。少数会派の質問時

間の保障が今後も大きな

課題です。

【常任委員会の所属】

◆総 務 常 任 委 員 会…宮川えみ子県議

◆企画環境常任委員会…大 橋 沙 織県議

◆商労文教常任委員会…神 山 悦 子県議

◆農林水産常任委員会…宮本しづえ県議

西郷村等県南方部や相馬

市で、県外からの建設残土等

の持ち込みや計画が相次ぎ、

環境破壊につながると大問

題になっており、常任委員会

で認めないよう求めました。

西郷村が独自の規制条例

を制定したのに続き、県も規

制条例を今年度内に制定す

る方針です。国の盛土規制法

に基づく区域指定は、来年度

に行うとしています。

12 月 11 日、改選後の

初議会開会日、新議長

選出までの仮議長は年

長者との県議会慣例に

より、宮川県議が務め

ました。
議長席で議事をおこなう宮川県議

＝１２月１１日
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